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研究要旨 

平成 28年 6月に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、地域の病

院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した地

域における総合的な感染症対策に係るネットワークの構築が求められているが、既存のネ

ットワークについては様々な形態があり、標準モデルは定まっていない。感染症対策のネ

ットワークを各地域で構築するため、具体的なモデルを提唱し、種々の AMR対策の効果に

ついて検証を行うのが本研究の目的である。 

初年度の平成 29年度は、全国のネットワークの構築状況を把握するため、47都道府

県・20指定都市の院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局の担当者を対象にアンケ

ート調査を実施した。 

三重県においては、平成 27年度に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection 

Control Newtork: MieICNet）（http://www.mie-icnet.org/）を構築し、AMR対策も含めた感染

症対策の地域連携を進めている。モニタリングとアクションを２つの柱として、様々な活

動を行っている。AMRに関するモニタリングとしては、県内の医療機関を対象に微生物サ

ーベイランス（Mie Nosocomial Infectious Surveillance: MINIS）と抗菌薬サーベイラ

ンス（Mie Antimicrobial Consumption Surveillance: MACS）を実施している。上記に加

え、本研究班では、レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて全国の

抗菌薬使用量を網羅的に把握する取り組みも行っている。アクションとしては、感染予

防・管理と抗菌薬適正使用の２つを大きなテーマとして、医療従事者向け、高齢者施設向

け、市民向けに研修会を開催するなど教育・啓発活動を行っている。本年度の研究におい

てサーベイランスを実施するための仕組みや、教育・啓発方法を提示することができた。 

また、MieICNetの運営要綱、活動内容、講演資料、各種サーベイランスデータ等につい

ては、ホームページ上で公開しており、今回、全都道府県・指定都市を対象にアンケート

調査を行うことで、三重県での取り組みや AMR対策を含めた感染症対策に係る地域ネット

ワークの必要性について自治体担当者へ情報提供することができた。

研究分担者 

中村 明子（三重大学医学部附属病院 主任臨床検査技師） 

村木 優一（京都薬科大学 教授） 

鈴木 圭 （三重大学医学部附属病院 助教） 

新居 晶恵（三重大学医学部附属病院 副看護師長） 

1

http://www.mie-icnet.org/


A. 研究目的 

平成 24 年度の診療報酬改定により感染症対策

の地域連携が全国で行なわれるようになったが、

この連携は数病院単位の医療機関間連携であり、

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが求めてい

る地域の病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策のネットワークを構築するには、

より広域で組織的な体制整備が必要となる。 

全国の各地域において、感染症対策の地域ネッ

トワークを構築する上で参考となるよう、ネット

ワークの組織体制・活動内容及び構築のプロセス

を提示するとともに、種々の AMR 対策のうち、効

果のある活動を選定することが本研究の大きな目

的である。 

上記の大目標を達成するため、具体的には、①

全国各地の感染症対策に係る地域ネットワークの

構築状況・活動内容等を把握すること、②地域に

おける微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイラ

ンスを実施するための体制を整備すること、③医

療機関・高齢者施設等の職員や市民を対象に抗菌

薬適正使用や感染症対策の教育・啓発方法を構築

することを研究の目的とした。   

 

B. 研究方法 

本研究は、（１）感染症対策に係る地域ネットワ

ークの構築状況に関する全国調査と（２）三重県

における取り組みの２部構成で実施した。 

（１）感染症対策地域ネットワークの全国調査 

感染症対策の地域ネットワークの標準モデルを

検討するにあたり、全国の感染症対策の地域ネッ

トワークの現状と課題を把握するため、アンケー

ト調査を実施した（資料１）。 

行政機関を含めたネットワークであることから、

アンケートの対象者は、都道府県・指定都市の院

内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局とし

た。アンケートの実施にあたっては、研究代表者、

分担研究者に加え、三重県感染対策支援ネットワ

ーク（Mie Infection Control Newtork: MieICNet）

に関わる医療者、行政職員、また、他地域におい

て、AMR 対策や地域ネットワーク構築を推進して

いる専門家の医師にも協力いただき、できるだけ

多くの視点を踏まえて調査項目を設定した。本調

査は、研究代表者の田辺が主に担当した。 

 

（２）三重県における取り組み 

 MieICNetでは、図１に示される「アウトブレイ

ク発生時の支援」「感染対策相談」「微生物特殊検

査支援」「微生物・抗菌薬サーベイランス」「感染症

関連情報の共有」を主な事業として現在活動して

いる。本研究では、既存の取り組みに加え、新たに

実施する取り組みも含め、地域ネットワークで行

う各種事業の内容・体制構築のプロセスを整理し

た。 

 

図１ MieICNetのパンフレット 

 

 研究代表者の田辺は、三重県が実施主体となり、

業務の一部を三重大学が委託している MieICNet
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の事務局を担当した。中でも、改善支援班と三重

県内の病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当

者を対象とした感染対策研修会を担当しており、

これらの取り組みについて整理した。 

 研究分担者の中村は、微生物サーベイランス

（ Mie Nosocomial Infectious Surveillance: 

MINIS）を担当しており、三重県内の医療機関を対

象とした微生物サーベイランスを実施するととも

に、サーベイランスシステム構築のプロセスを整

理した。また、AMR対策アクションプランの成果指

標への対応方法を検討した。 

 研究分担者の村木は、研究協力者の木村ととも

に、抗菌薬サーベイランス（Mie Antimicrobial 

Consumption Surveillance: MACS）を担当してお

り、三重県内の医療機関を対象とした抗菌薬サー

ベイランスを実施した。また、新たな取り組みと

して、研究協力者の山崎とともに、レセプト情報・

特定健診等情報データベース（NDB）を用いた網羅

的な抗菌薬使用量の調査方法を検討した。 

 研究分担者の鈴木は、新たな取り組みとして、

将来的に抗菌薬適正使用・感染症診療を支えてい

く屋台骨となる初期研修医を対象とした教育プロ

グラムを検討した。 

 研究分担者の新居は、MieICNet活動の一環とし

て、研究協力者の松島らが中心となって実施して

いる高齢者施設等の準備から終了までのプロセス

を整理した。また、新たな取り組みとして、薬剤耐

性（AMR）対策推進月間である 11 月を中心に市民

への啓発方法を検討した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、微生物デ

ータや抗菌薬データを扱う際には、データの漏洩

等のセキュリーティー対策を徹底するとともに、

データを公表に際は、施設名が特定できないよう

に配慮した。 

C. 研究結果

（１）感染症対策地域ネットワークの全国調査

平成 29年９月、47都道府県及び 20指定都市の

院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局の

担当者を対象にアンケート調査を実施し、「感染症

対策の地域ネットワークに関するアンケート調査

結果報告書」をとりまとめた（資料２）。本アンケ

ートでは、①既存のネットワークについての質問

と、②今後ネットワークを構築するにあたり、ど

のような形が望ましいか、あるべき論での質問の

２部構成とした。 

47都道府県のうち 37（79％）、20指定都市のう

ち 16（80％）より回答を得た。回答があった 37都

道府県のうち 24（51％）、16 指定都市のうち９

（56％）において、何らかのネットワークが構築

されていた。 

①感染症対策の地域ネットワークの現状

・都道府県 34、指定都市 12の計 46のネットワ

ークが構築されていた。 

・実施主体は、大学病院 26%、保健所 22%、県・

院内感染対策部局 18%、県市・感染症対策部局

14%などであった。15%において業務委託が行な

われていた。運営会議体は 80%で開催されてお

り、57%のネットワークは活動資金を有してい

た。 

・ネットワークの参加施設は病院が主な対象で

あったが、医科診療所や高齢者施設においても

40%程度のネットワークが対象としていた。 

・活動内容としては、講演会の開催、相談支援、

情報発信、訪問ラウンド、改善支援の順に行わ

れていた。また、各活動・費用支弁のスキーム

の実例を提示した。 

・対象としている感染症・感染対策としては、

薬剤耐性（AMR）対策、感染症対策全般、インフ

ルエンザ・ノロウイルス、アウトブレイク対応

の順に多かった。 

②感染症対策の地域ネットワークの今後

・自治体の 98％の担当者が感染症対策の地域
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ネットワークは必要との回答であった。

・ネットワークの地域単位として、都道府県・

二次医療圏・保健所単位など様々な回答があっ

たが、各単位が重層的となったネットワークが

良いとの意見も多くみられた。 

・実施主体については、都道府県の院内感染対

策部局・感染症対策部局が連携すると良いとの

回答が最も多く、市や病院との共同も含め、都

道府県が実施主体という回答が 70%であった。 

・ネットワークにおける都道府県・保健所・病

院（大学病院・感染症指定医療機関等）が果た

すべきと考えられる役割を列挙した。 

・対象とすべき施設として、病院・診療所は全

て対象との回答が、対象施設を限定するよりも

多かった一方、高齢者施設・保険薬局について

は、希望する施設を対象とする回答が多かった。 

・都道府県・指定都市の AMR対策アクションプ

ランが必要との回答は 47%、また、ネットワー

ク構築に関する国からの通知は 88%で必要、ネ

ットワーク構築に国からの補助は 96%で必要と

の回答であった。 

（２）三重県における取り組み

１．アウトブレイク発生時の改善支援、感染対策

相談支援 

三重県内の医療機関において感染防止対策加算

１を取得している医療機関の ICT（医師・看護師・

薬剤師・臨床検査技師）を中心に、改善支援班員

71 名、相談支援班員 11 名（改善支援班員から選

定）が登録されており、必要時、支援を行うことが

できる体制がとられている。 

 多くの専門家を改善支援班員として登録してい

るものの、これまで具体的な研修を実施できてい

なかったため、本年度は、午前中に実施する感染

対策研修会に続けて、同日の午後に改善支援班員

を対象とした研修会を実施した。内容としては、

改善支援班活動の概要、支援側の経験者の講演、

架空の事例をもとにしたグループワークを行った。

47名（医師 10名、看護師 17名、薬剤師 9名、臨

床検査技師 10名、保健師 1名）の参加があり、ア

ンケートでは以下のようなコメントがあった。

・今後もし改善支援班員として派遣された時の

対応のために役立った。

・多職種の集まりのため、知らない意見が聴け

て良かった。 

・グループでの話し合いと発表を通じていろい

ろな意見を聞き、多角的な考え方を知ることが

できた。 

・実際の支援内容を想定することができた。

事務局から改善支援依頼が来たら参加できます

かとの質問については、回答のあった 37 名中 27

名（73%）が「できる」「多分できる」と回答した。

改善支援班研修会は定期的に必要かとの質問には、

38名中 38名（100%）が必要との回答であり、経験

する機会が乏しい改善支援の実施に関するトレー

ニングは定期的に行っていく必要があると考えら

れた。 

２．感染対策担当者を対象とした感染対策研修会 

病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当者を

対象とした研修会を年２回定期的に開催している。 

第 1 回の研修会では、毎年、前年度時に実施し

た各種事業（改善支援・相談支援・MINIS・MACS）

の報告を行っている（図２上段）。本年度の特別講

演は、診療所からみた感染症サーベイランスの活

用について、医師会所属の医師に講演していただ

いた。本研修会は、幅広い施設を対象としており、

知識レベルや興味も多様であるため、第１回の研

修会では、主に医師・看護師向け、薬剤師・臨床検

査技師向け、高齢者施設向けの３講演を設定し、

興味のある講演に参加していただく形とした。176

名（医師 24 名、歯科医師 1 名、看護師 75 名、保

健師 4 名、薬剤師 27 名、臨床検査技師 39 名、放

射線技師 2 名、介護福祉士 1 名、事務職 3 名）の

参加があった。 
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図２ MieICNet研修会パンフレット 

第２回の研修会では、三重県内で麻疹のアウト

ブレイクがあり、医療関係者の罹患例もあったこ

とから、麻疹アウトブレイクへの対応についての

紹介に続き、医療関係者へのワクチン接種および

HIV 曝露後の対応など職業感染防止を主なテーマ

とした（図２下段）。116名（医師 27名、獣医師 1

名、看護師 37 名、保健師 2 名、薬剤師 18 名、臨

床検査技師 27 名、介護福祉士 2 名、事務職 1 名、

その他１名）の参加があった。 

MieICNetでは、研修会に参加できなかった方に

も情報提供するため、MieICNetのホームページに

おいて感染対策研修会の資料を掲載している

（http://www.mie-icnet.org/lecture/）。 

３．微生物サーベイランス（MINIS） 

微生物サーベイランスについては、分担研究者

の中村が担当した。2017 年度上期は三重県内 100

病院のうち 40病院が参加し、16,508名分（572,560

株）のデータを収集した。MINISは、JANISフォー

マットのデータを取り込むことができるシステム

としているため、JANIS参加施設には、新たな業務

が発生せず、データ提出できる形となっている。

また、JANIS に参加していない病院もできるだけ

参加できるようデータ作成用ツールをホームペー

ジで提供している。中小病院のサーベイランス参

加施設数を増やすため、データ作成やパソコン操

作の支援も行っており、本年度は 5 病院に対して

技術的な支援も行った。 

還元情報としては、各医療機関に自施設のデー

タをフィードバックすることに加え、三重県全体・

病床規模別・地域別の３種類の還元情報を作成し、

MieICNet の研修会でフィードバックした。また、

本年度は、AMR 対策アクションプランの成果指標

を出せるようシステムを拡充した。2017年上期の

時点においては、耐性菌の全項目において、2020

年の目標値を達成していないことが分かった。 
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４．抗菌薬サーベイランス（MACS） 

抗菌薬サーベイランス（MACS）については、分担

研究者の村木が担当した。MACSは、抗菌薬使用動

向 調 査 シ ス テ ム （ Japan Antimicrobial 

Consumption Surveillance:JACS）を用いて実施し

ている。 

 本年度は 2015 年のデータを分析した。2015 年

の登録施設は 19 施設であり、2014 年調査時の 12

施設より増加した。参加医療機関を感染防止対策

加算１施設と２施設に分け、2014 年と 2015 年の

抗菌薬使用量（AUD）、抗 MRSA薬・カルバペネム系

薬・使用日数（DOT）を集計し比較した。抗菌薬使

用動向に関しては医療機関ごとに大きな差異があ

ることが判明した。還元情報としては、登録施設

にメールにてコメントを添え、結果を送付すると

ともに、全体の結果について MieICNetの研修会で

フィードバックした。

MACSはサーベイランスに参加した施設のデータ

の集計であり、県全体の抗菌薬使用量を把握する

には、網羅的な手法が必要となる。そこで、NDBを

用いて、三重県内の４つの二次医療圏（北勢、中

勢・伊賀、南勢・志摩、東紀州）における抗菌薬使

用動向の把握、および、全国の二次医療圏と比較

することを目的に、NDB第三者提供の申請を行い、

第 38 回レセプト情報等の提供に関する有識者会

議（2017 年 8月 10日開催）にて承認を得た。 

５．抗菌薬適正使用に関する教育 

抗菌薬適正使用に関する教育については、分担

研究者の鈴木が担当した。既存の MieICNetの活動

内容には、AMR対策アクションプランで示された 6

分野の 1 つである「抗微生物薬の適正使用」は含

まれていないため、抗菌薬適正使用の理解と、感

染症診療の基本を学ぶための教育プログラムの開

発に取り組んだ。本年度は初期研修医を対象とし

た教育プログラム（ Mie Master Courses of 

Infectious Diseases: MiMID）を立ち上げ、計４

回の研修会を開催した。 

４月、５月に実施した第１回・第２回の研修会

では、①臨床感染症の基本、②臨床的に重要な微

生物、③標準予防策と感染経路別予防策、④代表

的な静注抗菌薬の使い方・考え方について講義を

行った。また、７月に実施した第３回、12月に実

施した第４回では、これまでの内容を踏まえ症例

検討形式での議論を行った。 

MiMID の内容をもとに標準的な感染症診療・抗

菌薬適正使用の基本的事項をまとめた手引きの暫

定案を作成した。 

６．高齢者施設等を対象とした研修会 

高齢者施設等を対象とした研修会については、

分担研究者の新居が担当した。本年度は、三重県

内の老人保健施設・老人福祉施設を対象に、県下

３箇所で研修会を開催した。三重県内の老人保健

施設 64施設に対して、三重県老人保健施設協会よ

り、また、老人福祉施設 168 施設に対して、三重

県の担当部局よりメールにて研修会の周知を行っ

た。 

 三重県内の高齢者施設 232 施設に研修会の案内

を周知し、84 施設（全体の 36%）から 122 名の参

加があった。本研修会は、より具体的に感染対策

手技が学べるよう、感染対策の基礎レクチャーに

加え、個人防護具の着脱の実演や吐物処理演習、

またグループワークにて日常的な感染対策の疑問

等に関する情報交換を行うことで、満足度の高い

研修会を実施することができた。本分担研究では、

研修会の準備から終了後までの活動内容を整理し

た。 

７．市民への啓発活動 

市民への啓発活動については、分担研究者の新

居が担当した。本年度は、国の「薬剤耐性（AMR）

対策推進月間」である 11月を中心に、三重大学病

院感染制御部が主体となり、①ポスター等の啓発

資材の作成・周知、②市民公開講座など学習機会

の提供を行った。本年度の市民公開講座は、小学
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生とその保護者を主な対象と位置づけたため、小

学生にも興味がもつように AMR 関連のイメージキ

ャラクターを作成し、これらのキャラクターを使

ったチラシやスーパーボール、缶バッチ、マグネ

ット、バッグ、Tシャツ、のぼりなどの啓発グッズ

を作成した。 

 三重県内の病院、高齢者施設、保険薬局、津市内

の小学校にチラシとポスターを配布するとともに、

11 月の AMR 対策推進月間、及び、11/13-11/19 の

World Antibiotic Awareness Weekにあわせ、JR

津駅と近鉄津駅にポスターを掲示した。また、JR

津駅前にて市民公開講座のチラシの配布や津市内

の大型ショッピングセンターの催し物会場にてプ

レイベントを実施した。 

11月 23日（木・祝）に市民公開講座(上手に付

き合おう「バイキン」と「クスリ」～知っています

か「薬剤耐性菌」のこと～)を開催した。市民公開

講座では、講演のほか、手洗い演習や顕微鏡での

微生物観察など体験型のコーナーも設けた。 

本分担研究では、市民啓発活動の準備から終了

までの活動内容を整理した。 

 

D.考察 

本研究は、AMR対策アクションプランで求めら

れる地域の病院と関係機関とが連携した総合的な

感染症対策ネットワークを全国各地で構築できる

よう、三重県全域を対象地域として、地域モデル

を構築し、各種 AMR対策を実施するとともに、ネ

ットワーク構築のプロセスを提示した。 

ネットワークの組織体制や構築のプロセスを検

討する上で、全国調査を実施するとともに、具体

的な活動内容について三重県での取り組み状況を

とりまとめた。 

感染症対策の地域ネットワークは、2004 年に

厚生労働省の事業（院内感染対策支援ネットワー

ク事業）として開始された以降、多くの経緯を経

て現在に至っているため、各地域で既に構築され

ているネットワークにも様々な形態がある。そこ

で、全国の都道府県・指定都市の担当者を対象に

アンケート調査を実施した。 

アンケート結果および三重県でのネットワーク

構築のプロセスを含め検討すると、ネットワーク

構築にあたって検討すべき事項は以下のようにな

ると思われる。 

（１）地域単位と実施主体 

 地域単位については、自治体からの回答を集約

すると「都道府県を基本としつつ、指定都市、二

次医療圏単位、保健所単位など重階層的なネット

ワーク」が地域単位の１つの形態になると思われ

る。しかし、大都市など、必ずしも上記が適当と

は言えない地域もあるため、都道府県内におい

て、区分けをする場合は、地域の事情に応じて検

討していくことになると思われる。 

実施主体については、都道府県・指定都市など

自治体がネットワークの枠組みづくりを担う一方

で、医学的内容など医療関係者が主体的にかかわ

るべき事項も多いため、自治体が実施主体とな

り、中核的な病院へ業務委託をするなど、自治体

と医療機関が共同して運営を担っていくのが望ま

しいと考えられた。また、都道府県・指定都市内

での役割分担については、内容的に、院内感染対

策部局と感染症対策部局の両部局に関わることが

多いため、両部局が連携して実施していくのが良

いと思われる。 

保健所の役割については、二次医療圏単位や保

健所単位などでネットワークを構築する際に、地

域の関係機関のコントロールタワー的な役割が期

待されているとの意見が多く見られた。 

（２）ネットワークの運営会議 

各地域においてネットワーク構築を行っていく

上で、方針を決定する運営会議体が必要となる。

運営会議の構成員として、医療関係者（ICT）が

主体となっているネットワークが多かったが、保

健所、地方衛生研究所、感染症所管部署、医療法

所管部署など、関係する行政部署を含めておくこ

とや、ネットワークの周知や講演会の案内など
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を、関連する地域内のすべての組織・施設に周知

する上で、医療関連団体を構成員に含めておくこ

とも重要と考えられる。 

（３）対象とすべき施設 

ネットワークによっては、参加施設を募り、登

録した施設のみを対象としている例もあるが、感

染防止対策加算を算定していない医療機関、診療

所、高齢者施設なども含めた総合的なネットワー

ク構築を検討する上では、地域内の施設すべてを

対象とするのが望ましいと思われる。 

施設としては、病院、医科診療所、歯科診療

所、高齢者施設、保険薬局を選択肢として挙げた

が、対象が広がるとネットワークの運営も困難と

なるため、病院から始め、診療所、高齢者施設

へ、また歯科領域も含めるなど、段階的に対象を

広げていくのも一つの方法と思われる。 

（４）ネットワークの活動内容 

ネットワークの活動内容としては改善支援、相

談支援、訪問ラウンド・訪問実地調査、微生物検

査の支援、微生物サーベイランス、抗菌薬サーベ

イランス、講演会の開催、出張講演、ホームペー

ジでの情報発信を選択肢として挙げたが、各地域

で様々な取り組みが行われていることが分かっ

た。講演会の開催やホームページ等での情報発信

は、実施しているネットワークも多く、活動の基

本になると考えられる。改善支援、相談支援は、

地域ネットワークの役割として重要な内容となる

が、病院等で勤務する医療者が本来業務以外で活

動することとなるため、依頼のスキームや費用の

支弁が課題となる。各ネットワークにおいて様々

な方法がとられていたため、事例の紹介を行っ

た。微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイラン

スも活動内容の一つとして挙げられる。これらは

技術面・資金面で難易度の高い内容であり、様々

な工夫をしながら実施している状況がうかがわれ

た。各地域で独自のサーベイランスシステムを構

築するのも 1つの方法であるが、国全体で地域の

情報を集約するシステムを構築する動き（Japan 

Surveillance for Infection Prevention and 

Healthcare Epidemiology: J-SIPHE）もあるた

め、国の動向もみながら検討していくことになる

と思われる。どのような仕組みであっても、得ら

れたサーベイランスデータを解釈し、改善へとつ

なげていく必要があり、データを検討する場を設

けることも重要である。 

（５）対象とすべき感染症・感染対策 

既存のネットワークでは、AMRに限らずさまざ

まな感染症・感染対策を対象としていることが分

かった。ネットワークが対象とすべき感染症・感

染対策をどのように設定するかによって、ネット

ワークの枠組みも異なってくるため、ネットワー

ク構築を行っていく上で、この項目の設定も重要

な要素の一つと思われる。院内感染対策と AMR対

策は共通する内容も多いため、院内感染対策のた

めのネットワーク、AMR対策のためのネットワー

クなど、対象とすべき感染症・感染対策ごとにネ

ットワークを構築することは現実的ではないた

め、AMR対策と感染対策を組みあわせ、参加者が

興味をもってもらえるよう内容にすると良いと思

われる。 

 

ネットワークの構築にあたっては、どのような

ネットワークにするかその方向性を決めた上で、

継続的に運営していくための規約（運営要綱な

ど）の策定と資金面の確保が課題となる。 

三重県においては、県下全域の医療機関を対象

とした感染症対策支援ネットワークの構築を目指

して、平成 26年度よりワーキンググループを設

置し、方向性を検討した後、運営要綱

（http://www.mie-icnet.org/about/）を定め、平成 27

年 11月に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie 

Infection Control Network ：MieICNet）を発足

させた。体制としては、三重県医療対策局医務国

保課（院内感染対策部局）が事務局となり、県医

師会・県病院協会・県看護協会・県薬剤師会及び

県病院薬剤師会・県臨床検査技師会・県獣医師
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会・県健康福祉部薬務感染症対策課・県保健環境

研究所・県保健所長会からの委員で構成された運

営委員会のもと、三重大学病院が委託を受け実務

を担当する形で運営を開始した。資金面について

は、厚生労働省院内感染対策地域支援ネットワー

ク事業（国費 1/2、県費 1/2）を用いることとし

た。 

その後、AMR対策アクションプランが策定さ

れ、高齢者施設も含めた総合的なネットワーク構

築が求められたため、平成 29年度より運営委員

に三重県高齢者施設協会からの推薦者を追加し

た。また、平成 30年度からは、三重県高齢者福

祉施設協会及び三重県歯科医師会からの推薦者も

運営委員に追加することとしている。 

 

ネットワークで行う活動内容、及び、その実施

方法については、全国を対象としたアンケート調

査結果報告書（資料２）および分担研究報告書で

整理した。 

平成 29年度の MieICNetでの取り組みとして

は、改善支援を円滑に実施することを目的に改善

支援班員向けの研修会を実施した。サーベイラン

スについては、三重県内の医療機関を対象とした

微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイランスを

継続するとともに、微生物サーベイランスシステ

ムの拡充や NDBを用いた抗菌薬使用動向調査に着

手した。教育・啓発面では、初期研修医向けの教

育方法の検討、高齢者施設等の職員を対象とした

演習型の研修会の実施、及び、市民向けの啓発に

取り組んだ。 

当研究班の紹介と AMR対策の啓発を兼ね、三重

大学の広報誌（三重大 X）に概要を掲載した（資

料３）。三重大 Xは三重大学のホームページ

（http://www.mie-u.ac.jp/report/x.html）への掲載に

加え、名古屋－大阪間の特急電車の座席を含め、

県内各所に冊子が配布されるため、一定の啓発効

果があったものと思われる。 

 

E.結論 

平成 27年度から実施している三重県における

感染症対策の地域ネットワーク（MieICNet）の活

動を基軸に、研究班として活動内容を拡充するこ

とができた。また、全国の自治体にアンケート調

査を実施することで、全国各地のネットワークの

構築状況・今後の方向性を示すことができた。 

一方で、アンケートにあった以下のコメント

「地域ネットワークについては、歴史的経緯、大

学の力量、地域の状況などが地域によって多様で

あり、一律に決めることは難しい。また、単一の

組織構築によって必ずしもすべての目的・機能が

果たされるわけではない。したがって、基本的な

形を提示しながらも、地域における多様性、重層

性、相補性を認めていくことも必要である。」に

象徴されるように、一律の標準化が正しい方向と

は限らないため、本研究報告書でとりまとめた、

さまざまな情報を参考に、各地域において、感染

症対策のネットワークが構築・発展していければ

良いと考えている。 

 

F.健康危機情報 

 特になし 

 

G.研究発表 

1. 論文発表 

1)  Yamasaki D, Tanabe M, Muraki Y, Kato G, 

Ohmagari N, Yagi T: The First Report of 

Japanese Antimicrobial Use Measured by 

National Database Based on Health 

Insurance Claims Data (2011-2013): 

Comparison with Sales Data, and Trend 

Analysis Stratified by Antimicrobial 

Category and Age Group. Infection 22, 

doi: 10.1007/s15010-017-1097-x 

2. 学会発表 

1) Tanabe M，Muraki Y，Yamasaki D，Kato G，

Yagi T. Geographical analysis of 
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Antimicrobial Consumption Surveillance 

using the National Database of Health 

Insurance Claims and Specific Health 

Checkups of Japan (NDB JAPAN) 2011-2013. 

IDWeek 2017 (San Diego， CA)，(2017. 10) 

2) Yamasaki D，Tanabe M，Muraki Y，Kato G，

Yagi T. Age-specific Distribution of

Antimicrobial Use Surveillance using

National Database of Health Insurance

Claims and Specific Health Checkups of

Japan (NDB Japan) 2011-2013. IDWeek 2017

(San Diego， CA)，（2017.10）

3) 田辺正樹、村木優一、山崎大輔、八木哲也. ナ

ショナールデータベース（ＮDB）を用いた地域

別抗菌薬使用量調査. 第 65回日本化学療法学

会西日本支部総会 (長崎), (2017.10) 

4) 山崎大輔、田辺正樹、村木優一、大曲貴夫、

八木哲也. ナショナールデータベースを用

いた抗菌薬使用量動向調査-卸データとの比

較、年齢階級別の解析- 第 33 回日本環境感

染学会・学術集会 (東京), (2018.2)

5) 木村匡男. 管理職兼務としての感染制御専門

薬剤師の役割～薬剤部門と感染部門をどうマ

ネジメントしていくか～. 第 65回日本化学療

法学会学術集会. シンポジウム 8「市中病院で

実践する Antimicrobial Stewardship―多職

種の連携と薬剤師の役割―」（東京）, (2017.4) 

6) 新居晶恵. 「三重県感染対策支援ネットワー

ク（MieICNet）の事務局を担当して」日本感染

管理ネットワーク東海北陸支部第 25回定例会.

（愛知）,（2017.11）

7) 中村明子、別所裕二、海住博之、安田和成、山

崎大輔、新居晶恵、田辺正樹. 三重県感染対策

ネットワーク（MieICNet）における検査技師の

活動について.第 33回日本環境感染学会総会・

学術集会（一般演題）.(東京),（2018.2） 

H.知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

特になし

2. 実用新案登録

特になし

3.その他

特になし 
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